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はじめに

大日本帝国憲法を基本とする「明治国家」の体制においては、民主主義政体を前提とした英米流

の文民統制システムが成立する余地はなく、そこでは、プロシャのような絶対君主制国家と同様、

君主である天皇が統帥権を有し、軍令および軍政の両権は自己の専制的支配の源泉とされた。また

明治国家における政軍関係の大きな特色として、政治と軍事を制度的に分離させたこと（武権の優

越）を指摘できるが、政治と軍事を分離させながら、両者を調整・統合するための有効な制度的保

障を欠いていたことが、武権の文権に対する優越を生み出し、やがて大日本帝国を崩壊させる大き

な原因となった。本稿では、明治国家体制における政軍関係の特色とその変容過程に焦点をあて、

多元的な明治憲法体制が内在していた国務と統帥の関係をめぐる矛盾が次第に拡大し、やがて軍自

身の消滅と明治国家体制そのものの崩壊へと至った過程を俯瞰したい。

1 明 治建 軍 と政 軍 一 元主 義 の 採 用1867

年12月9 日、王政復古が宣せられて兵権が天皇に帰属した。明けて68年1 月17日、維新政府

は「三職七課」の制を敷き、総裁（熾仁親王）は「万機ヲ総裁シー切ノ事務ヲ決ス」、つまり、国政

と軍事にわたる全権限を与えられた。七課とは、神祇、内国、外国、海陸軍、会計、刑法、制度で

あり、各課長に、議定による事務総督、参与による事務掛を置き、海陸軍総督は「海陸軍練兵守衛

緩急軍務ノ事を督ス」と定められ、岩倉具視、嘉彰親王、島津忠義が任じられた。

三職七課は「三職八局」に部分改正された後、68年閏4 月21日、新たに「太政官制」が定められ

た。これは、太政官内に議政（立法）、行政・神祇・会計・軍務・外国の五官（行政）、刑法（司法）

の七官を創設、三権分立を取り入れたもので、軍務官が海陸軍の事務を管掌するものとされた。次

いで69年7 月8 日、官制大改革に伴い軍務官が廃止されて兵部省が置かれた。さらに1871年2 月2

日、それまでの藩兵制にかわり士薩長土各藩の献兵により約1:万‘人の御親兵が設置されることに

よって国軍としての姿がようやく整いはじめ、その武威の下に政府は廃藩置県を断行（7 月14日）。

同月29日には「太政官職制」により太政官制が改正され、太政官に一人の太政大臣を置くこととし

た。太政大臣（三条実美が就任）は「天皇ヲ輔弼シ庶政ヲ総判シ祭祀外交宣戦講和立約ノ権海陸軍
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ノ事を統知ス」る権限をもち、政治、軍事を総括する天皇の最高輔翼者であり、太政官の下に大蔵、

工部、兵部、司法、宮内、外務、文部の七省が整備された。さらに翌年2 月28日の太政官達第62号

によって兵部省に代わり陸軍省及び海軍省が設置され、兵部省所掌の事務は夫々両省に移された1)。

この時期における統帥の特色は、維新政府が政軍一元主義を採っていたことである。もともと太

政官制度は、天皇の下にある太政官を中心とする集権主義的色彩の強い制度であるが、軍事につい

ても同様で、陸海軍務は軍政と軍令を分離させず、太政官に従属する海陸軍卿が軍政軍令を一元的

に掌握し、それが太政大臣の輔弼によって天皇の軍事大権として発動されるシステムであった。こ

うした政軍一元主義の採用は、フランス軍制の影響によるものであった2)。1870年10月2 日、政府は

「兵制ノ儀ハ皇国一般之法式可被為立候共、今般常備兵員被定候二付テハ、海軍ハ英吉利式陸軍ハ

仏蘭西式ヲ斟酌御編制相成候条……」旨の布告を出したが3)、明治初期の陸軍軍制は、大村益次郎を

主導者とするフランス主義者の下に、フランス国防組織の伝統である軍政、軍令の国務大臣責任制

が採用されたのであった。フランス式が取り入れられたのは、当時、フランスが世界最強の陸軍国

であるとの認識に加え、ナポレオン3 世の幕府への軍事援助の大きさ等それまでの同国の我が国軍

制に及ぼしていた影響力の大きさを斟酌してのことであった・))。後の明治憲法下の政軍機構と比べ

ると、太政官制の方が、国政の一元性、軍事に対する政治優先、政治統制が確保されていたといえ

る。

2 統 帥 権 独立制 度 の 導入

フランスの文民優位的な軍事制度の影響の下に、海陸軍に独立する何らの軍令機関も認めず、軍

務の全ては太政官に従属し、太政大臣が戦争指導の最高発言権を保持するという維新政府初期の統

帥機構は、参謀本部設置に伴う統帥権独立制度の導入によって大きく変化する。

即ち、1874年2 月に佐賀の乱が勃発し、文官たる大久保参議兼内務卿が軍隊指揮権を持つや、山

県陸軍卿は陸軍省の外局として参謀局を設置し、陸軍卿の下に置かれはしたものの、陸軍の統帥は

武官である参謀局長の専任に属することとなった。そして山県自ら参謀局長に任じ、天皇の分身で

ある皇族を総督にかつぎ、自身は参軍として文官である大久保の手から統帥権を回収することに成

功した。さらに1878年12月6 日の参謀本部条例公布によって、陸軍省の外局であった参謀局が改組

され、陸軍省とは独立した機関である参謀本部が設置された。参謀本部長の職務は「帷幕ノ機務二

参画」（参謀本部条例第2 条）することにあり、その権限は「其軍令二関スル者は、専ラ本部長ノ管

知スル所ニシテ、参画シ親裁ノ後、直二之ヲ陸軍卿二下シテ施行セシム」（第5 条）と定められた。

この参謀本部条例の制定と、それに伴う陸軍職制制定、陸軍省職制章程の改正により、陸軍にお

ける軍政と軍令は切り離され、太政官政府（1885年には内閣と改称）から統帥権が分離独立したば

かりでなく、後者を天皇直隷とし、政治を担当する政府と参謀本部は対等の地位に置かれたのであ

る。参謀本部長が軍の統率に関しては政府を経由することなく、大元帥である天皇に直属し、直接

に天皇に上奏してその親裁を得る権限は「帷幄上奏権」と呼ばれたが、軍令事項が政府（陸軍卿）
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の権限外とされ、軍人 の専管事項 となったことによって、それまでのフランス流の文民統制原則 は

崩れた5)。

なぜこの時期に、それまでの政軍一元主義 を捨て去り、統帥権を独立させる動きに出たのかとい

えば、（1）普仏戦争におけるフランスの敗北 がその影響下にあったわが軍制における一元主義を動揺

せし め、プロシャ式軍制主義 を報じ る山県、桂らの帰朝と共にプロ シャ軍制への傾斜が強 まったこ

と（2）西南戦争において指揮系統の確立や参謀組織の必要性 が痛感 されたこと、さらには（3）国土防衛

軍から外征軍へ という建軍方針の転換が影響していた6)。だが、参謀本部独立は、こうした軍事用兵

上 の必 要性のみに起因していたわけではなく、当時の我が国政治状況が政権と兵権の分離を必要と

していたこととも深く関わっていた。

先述したように、参謀本部独立以前は、太政官政府の下 に政治権力 （政権） と軍事権力（兵権）

が一元的 に掌握される建て前になっていた。 しかし、維新政府設立当初、兵権の中核は薩長土三 藩

の連合兵力たる御親兵であり、し かもそれは実質的に西郷隆盛等一部指導者の人格的指導下 にあっ

た。権力基盤の未だ脆弱な維新政府 は、御親兵の設置 と西郷等の参議就任によって兵政両権を掌握

しようと試みたが、こうした措置は逆に実質的に兵権を握 る西郷等の政治的影響力を高めることに

なった。それゆえ、事実上の政治軍事支配者が仮に政府の政策に抵抗ないし反対すれ事態となれば、

彼の人格的指導下にある軍の主力 が政府の方針を支持せず、さらには政治集団化してい く危険性が

そこには内在していた。 しかもこうした危惧は単なる危惧 にとどまらず、西南戦争を含む一連の士

族反乱や、1878 年8 月23 日に起きた近衛砲兵の反乱、いわゆる竹橋事件の発生によって現実の もの

となりつつあった。そのうえ、軍 の動揺に乗じて自由民権運動の波が軍の内部に浸透することへの

懸念 も高まるばかりだった。

かかる危機意識は、フランス流の自由な気風 の軍制に対する懐疑 を維新政府に生み出すとともに、

一部指導者の政治目的に軍が利用されることの危険性を痛感せし め、それを防止するには「後害を

防ぐ為文武の権を判つ事」（木戸孝允）、 つまり、兵権と政権を分離し、一部指導者が政権 に関与す

ると同時に兵権をも掌握し、軍が政治化する事態 を防止する必要性に迫られたのである7)。「兵政の

分離」、「政治と軍事の分離」は、軍 の国家 ＝政府への忠誠を確保してその政治化を防ぎ、維新政府

の権力 基盤 を強化する為の措置であった。 そしてその具体的施策が、兵士個々人の内面指導のため

の「軍人訓誠」（78年10 月12 日）や「軍人勅諭」（82年1 月4 日）で あり、軍機構面 における統帥権

独立制の導入だったのだ8)。

軍政、軍令二元主義を採用した結果、軍令 に関することは参謀本部長の権限に移り、軍政に関 す

ることは陸軍卿の所管 となったが、 運用の実際 において軍令と軍政とは相互に密接不可分の関係を

有し、機械的 に分離しあうことは困難である。本家であるプロ シャにあっても、両者の調整を円滑

ならしめるための事務合議規定が制定されたように、参謀本部が独立した当時、明治政府の指導者

において も政軍調整の必要性に関 する認識が全く欠落し ていたわけではなかった。例えばプロシャ

に倣い、79 年には省部事務合議書なる ものが定められた。 これは後の省部互渉規定の基 をなす もの

であるが、これによっても陸軍省及び参謀本部 に各々固有な事項に加 え、両者協議の事項が依然とし
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て多数存在した9)。また参謀本部の長が参議（政府閣僚）を兼任していたのは、政治と軍事の調整を

図ろうとする一つの試みであった。しかし、この慣行も内閣制度の発足以後は中断の憂き目に遭う。1885

年12月23日、それまでの太政官制は廃止され、同日付けの「内閣職権」によって内閣総理大

臣及び各省大臣をもって内閣を組織する内閣制度に改められた。これによって、陸海軍大臣が誕生

したが、重要な点は、統帥権の独立を内閣自体が明文をもって承認したことにある。「内閣職権ヲ定

ムルノ件」の第6 条は、参謀本部長と太政大臣の権限関係を明らかにし、各省大臣の内閣総理大臣

への報告義務を課したが、「事ノ軍機二係リ、参謀総長ヨリ直二上奏スルモノト雖モ、陸軍大臣ハ其

事件ヲ内閣総理大臣二報告スヘシ」と規定し、「軍機」に関するものについては参謀本部長より直ち

に上奏し、総理は単に大臣からその報告を受ける権能のみを有することを定め、参謀本部長の管掌

する軍令事項は内閣総理大臣の管掌外にあることを明らかにした。

かように、統帥権の独立は軍の国政における影響力拡大を直接の狙いとしたものではなく、文武

両官混交の時期において、軍事機能の効果的発揮の確保や、政治の道具たる軍が一部指導者の私兵

と化したり、政争の具に堕すことを防ぐための手段として導入された。しかし、軍の非政治化をめ

ざしたこの統帥権独立制度には、その後の我が国の政軍関係の展開からみて重大な問題が潜んでい

た。まず第一に、明治政府は従来の兵政両権の未分離状態が軍の政治化をもたらした事態を反省し、

両権の分離によって対処しようとしたが、統帥権独立によって政府と軍令機関を対等・並列の位置

に置いたため、政府（政治）と軍（軍事）が制度・機構上、対立・分裂する契機を内包させること

となった10)。また、軍が外部勢力によって利用される危険性を排除すること、つまり政治（それは、

専ら「党派的対立」としての政治がイメージされていた）の軍に対する介入の防止に力点が置かれ、

軍自体が軍事的合理性追及という美名の下に、その組織的な利益の追及拡大に腐心して、政治（＝

国家としての政策決定過程）を圧倒する危険性について十分な認識に欠けていた。

指導層における同質性

しかし、そうした構造的な問題をその初期から内在させながらも、明治中期（ほぼ日露戦争終了

期）まではその弊害が際立たず、比較的有効に政治と軍事の調整統合が機能したことも事実であっ

た。その理由の第一は、当時の権力主体が薩長藩閥勢力であり、政党勢力は例外的一次期（隈板内

閣）を除いて政権から排除されていたため、軍を政治（党派的対立）の介入から守るために統帥権

独立が発動されねばならない機会が稀であったことによる。

また、明治初期の軍は藩閥勢力の権力的基盤の一つであり、その点からすれば軍と政治の関係は

密接ではあったが、そこでの関係は、“軍と政治との関係”とは意識されなかった。未だ文武が渾然

一体で未分離の状態の下では文官が軍務につき11)、反対に武官が本来政治的な問題に関与しても、さ

ほどの違和感は政権内部に凭れず、現代的な越権的意識はなかった。そこでは、季題的な意味にお

ける文民統制が機能してはいなかったが、同時に、未だ軍事の政治に対する優位という問題も表面

化しなかった。では、なぜ個人的な折衝で解決できたかといえば、それは、政軍両指導者間に同質

性が存在していたことにその要因を求めることができよう。たとえ軍と政府との間に対立が生じた

としても、それぞれの指導者の間には藩閥という強固な絆と同質性が存在したから、対立は彼等の
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個人的折衝と調停に委ねられヽ分裂の事態へと拡大する前に解消が図られたのである。

もともと維新政府の構成員は、一部の公家出身者を除けば各藩の下級武士階級が大部分分
を占め

ていた。よって
ヽ新政府成立後、文官の職に就く者も、あるいは軍務に従事するにせよ、軍事的な

素養は等しくこれを共有しており、職制上の文官も軍隊指揮も不可能なことではなかった。未
だ政

治と軍事の機能分化がそれほど進行していなかったこの時期においては、統帥権独立という制度の

存在にも拘らず、こうした同質性の存在が、インフォーマルなかたちで政治と軍事の統合を可能な

らしめたのである。日清戦争において効果的な政治と軍事の統合が図られたのも、同様の理由によ

るものであった。そもそも戦時の大本営は制度上、国務と統帥の統合をめざす戦争指導機関ではな

く、作戦指導に専念するための純然たる統帥機関であったが、日清戦争では明治天皇の特旨により

首相と外相がその構成員に加わり、制度を超越して実質的な戦争指導機関として巧く機能した。

なかでも首相である伊藤博文は軍部に対して終始強力な指導力を発揮して、軍に対する政治統制

を貫いた。戦術的な優位よりも講和の実現を優先すべく、伊藤は現地軍首脳が主張した北京・天津

攻略作戦に強く反対してこれを退け、それがために山県第一軍司令官は事実上の解任となり、本国

に召還された史例はそれを物語るものである。軍と政治が対立項として受け止められるようになる

のは、シビリアンとミリタリーの一身的同質性を具有していた藩閥政治家や元老が姿を消し、代わっ

て政党政治の時代に入っで 政治＝政党政治”の認識が生まれ始めた以降のことといえよう。

第三に、建国間もない当時の日本が置かれていた小国的な環境も影響していた。国力が乏しく、

列強からの干渉の危険が常に意識されていたこの時期にあっては、軍事的勝利や軍事的な合理性の

追求以上に、外交や政略が優先されねばならなかった。こうした厳しい環境が、国務と統帥の分裂

回避を必要ならしめたのであった12)。

3 大 日本 帝国 憲法 と政 軍分 離 シ ス テ ムの確立

統帥権独立の定式化1899

年2 月H 日、大日本帝国憲法が発布され、既に制度化されていた統帥権独立の制度は国法シ

ステムにおいて定式化する。この憲法における権力の中心は、いうまでもなく天皇であった。大日

本帝国憲法において天皇の大権は4～16条までに規定されているが、補弼の機関および行動の形式

により、学問的には(1)国努上の大権(2)皇室大権(3漱 帥大権(4)祭司大権(5)栄典授与の大権の五つに分

類された。このうち(2)は皇室の家長として行使するものであり、宮内大臣が補弼する性質のもの、(4)

は祭司王として皇祖皇宗、歴代天皇および皇族の霊を祭る性質のもの、(5)は天皇が臣民および皇

族に栄典を賜う性質のものである。ここで問題となるのは(1)の国務上の大権と(3)の統帥大権の関係

である。

明治憲法はその第55条で「国務大臣は天皇を補弼しその責に任ず」と規定し、国務上の大権につ

いては国務大臣が補弼することとされた。そして、この第55条に定められた国務大臣の補弼権には

規定上何の制限もないことから、憲法第55条に定められた国務大臣の補弼権には制限がなく、軍令
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事項にも及ぶという解釈を取ることも可能であった。だがヽ実際にはそうした解釈 運゚用は採られ

ず、明治憲法の運用においては、国家統治の大権と陸海軍統帥の大権とを分
離し、後者については

内閣の職貴の外に置き、国務大臣がその責に任じないという政軍（兵政）分離主義が採られた13)。

陸海軍統帥の大権とは、軍事全般を指すのではなく、軍事大権を軍令大権と軍政大権に分け、
軍

令大権のみを指すとの解釈が一般であった。そのうえで、明治憲法第H 条の「天皇ハ陸海軍ヲ統帥

ス」は軍令大権、つまり軍隊を指揮する権限（作戦・用兵）を規定し、第12条「天皇ハ陸海軍ノ編

制及ビ常備兵額ヲ定ム」は軍政（編成）大権を規定するものと解し、軍政大権は「軍隊を編成し、

軍事に関する諸般の設備を整え、軍事の必要のために国民に負担を命ずる等全て軍事に関する国家

統治権の作用」14)であり輔弼を要するが、軍令大権は国務大臣の輔弼を必要としない趣旨と理解さ

れていった15)。ここに統帥権独立の制は定式化し、文民統制的な軍制の建議が憲法に盛り込まれるこ

とはなかった。もっとも、実際上軍令と軍政の区別は必ずしも明瞭ではなく16)、特に常備兵額（兵力

量）については争いがあり、ロンドン海軍軍縮条約締結の際には海軍軍令部が建艦計画すら統帥権

にあたるとして政府の締結方針に反対したことから大問題となった。

また、軍政大権だけが一般国務と同様に国務大臣（陸海軍大臣）の補弼の範囲に属し、軍令大権

（統帥権）については国務大臣の補弼外で軍令機関の補佐により行うとされたが17)、統帥権だけが国

務から独立するという明文規定が憲法上存在しないため、その法的根拠は(1）明治建軍以来、あるい

は古来からの慣習、伝統及び②軍隊の本質的な特質といった憲法外の理由に求められた'‰（l）は憲法

制定前の1878年における参謀本部の独立以来、実際に行われてきたことであり、また軍人勅諭にお

いて、軍隊に対する天皇直率の原理を宣明したことが統帥権独立の思想的根拠の根本とされた。（2)

については、軍の機密性と機敏性、それに作戦用兵という専門技術性の要請が挙げられた。

弱い内閣総理大臣の権限

ところで、これらの大権は憲法上は統治権の総攬者としての天皇が自ら行使することが予定され

ており、天皇大権の各補弼機関は天皇の下に各々並立し、相互の関係は憲法上定められていなかっ

た。従って制度上、国務を担当する内閣総理大臣は、軍の統帥権に関与することはできず、しかも

明治憲法下において内閣総理大臣の地位は陸海軍大臣ら各国務大臣とは同等であった。憲法第55条

を受けた内閣官制（勅令）は、内閣総理大臣を「同輩中の首席」にとめおき、各国務大臣は個別に

天皇に補弼責任を負うものとし内閣としての連帯責任を否定した。そのため、内閣総理大臣は組閣

の大命を受け各国務大臣を選任できること、各大臣が天皇に上奏する場合および内閣官制第3 条に

定める場合の行政各部の処分、命令の中止権の3 点しか各大臣に優越する権限は認められておらず、

各大臣の罷免権もなかった。このように権力基盤が極めて脆弱でありながら、統帥部との間で実質

的な総合調整を彼に期待することなど、制度を離れ、当該総理自身が個人的な実力を有する場合や、

あるいは総理大臣が現役の陸海軍大将でもない限りは不可能であった。

そのうえ、明治憲法は君主主義を基調とする天皇親政の絶対主義的な論理をとりながら、同時に、

立憲君主主義的な一面も内在させており、実際の運用にあたっては、後者の英国流の立憲君主主義

が為政者の間では次第に理想像とされていった。それは、天皇に政治責任が及ぶことを恐れたため
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である。神聖にして侵すべがらざる天皇が権威と権力 の象徴としての存在から踏み出して生の政治

権力 を行使し
そヽの行使に伴う責任 を負う自体の出現は、絶対に避けねばならなかった19)。そのため、

政府の決定した最終案はそのまま裁可されるのが通例 となり、天皇自身が政策決定にイニシアティ

ブを発揮することはきわめて例外的なケースとなった。 つまり、明治国家 は、制度上あらゆる権力

を天皇 に集中させヽ 国務 と統帥の最終的な統合 は天皇によってなされるべきものとしながら、実際

には天皇を権力の象徴にとどめ、権力行使を天皇大権によって正 当化された並列的諸機関 に委 ねる

という極めて多元的・分立的な政治システムを採ったのである。

この結果、軍事問題と国政一般の整合を図 ることは、理論上 も、現実問題において も次第に困難

となっていく。さらに統帥権独立の思想は軍の国務からの独立だけでなく、軍内部においても軍令

の軍政に対する優位 と両者の分裂 を招いたほか、陸海軍それぞれが直接天皇の統帥に服すという二

元並列統帥の実態は、陸海軍相互の対立と軍事戦略の分裂をも引 き起こすこととなった。

陸海軍二元統帥と軍事戦略の分裂1878

年に天皇直隷の参謀本部 が設けられ、軍令事項を参謀本部長の専管事項 とし、本部長が機務

に参画して親済を仰ぐこと( 惟幄上奏権) を定め、陸軍の軍政、軍令機関が分離したことは先に見

たが、一方、海軍では1884 年に海軍省の外局 として軍事部が設置 され、海軍卿の下にはじめて軍令

専掌機関が設置されている。その後、1886 年3 月に参謀本部条例 が改正 され、参謀本部長は皇族を

充 てること、その下に陸軍部、海軍部を設けることとされ、参謀本部 は陸海軍の軍令を管轄するこ

ととなり、ここに軍令の一元統合が実現し た。次いで1888 年には参軍官制を制定し、参謀本部長を

参軍 と改称、陸軍部、海軍部 はそれぞ れ陸軍・海軍参謀本部に格上げされたが20)、89年には早くも参

軍官制は廃止され、陸海軍の軍令組織が参謀本部 と海軍参謀部に再び分かれてし まった。そして海

軍は海軍大臣の隷下 に海軍参謀部を置き、海軍大臣による軍政・軍令の一元化を図った。

しかし、海軍力の増大や、大日本帝国憲法の施行 に伴う国務と統帥の分離の要請、さらには、当

時、藩閥政府に対抗して発生した民 権勢力 は軍事費削減 を政府に迫っていたため、軍令権 を議会の

干渉外 に置いて政治的圧力 からの回避を図ろうという意図から、海軍 は海軍省から独立した海軍参

謀本部の設置を提議した(1893 年1 月)。だが、陸主海従の考え方に不満を抱 く海軍に対し、陸軍は

二元統帥を認めることになるとしてこれに強く反対したため、事態を憂慮し た天皇の命 により陸海

軍首脳 の間で協議が重ねられた。 その結果、1893 年5 月19 日、海軍軍令部条例が制定され、海軍省

から分離、独立した海軍軍令部が設置され、海軍軍令部長は天皇 に直隷し、惟幄の機務 に参じるも

のとされた。 と同時に陸海軍の不統一 を回避するため戦時大本営条例が制定され、陸軍の参謀総長

が平時 にあっては陸海軍全軍の大作戦 を計画するものとし、戦時 に大本営が設けられる場合には参

謀総長が天皇の幕僚長 となり、海軍軍令部 長はその下 にあって指揮 を受 けることとされた( 第21898

年海軍大臣に就任した山本権兵衛 は、陸主海従の諸規定改正 に強い熱意を示した。折から日

露戦争 の切迫 という国際情勢 も加わって、1903 年12 月、 ようやく陸海軍両大臣の妥協が成立し、山

県・大山両元帥の名によって戦時大本営条例の改正案が上奏された。改正案では、陸軍参謀総長と
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海軍軍令部長はともに惟幄の機務に協同奉仕するものとされ、ついに海軍の悲願であった陸海軍軍

令機関の対等が明記され、陸海二元統帥が確立する22）。そして、この二元統帥の調整機関として、同

時に軍事参議院が設置された。以後、この体制が1945年の敗戦まで続くことになるが、二元統帥の

悪弊から、最後まで陸海軍の統一的戦争指導体制は確立されることはなく、天皇の下に2 人の幕僚

長が並立することになり、陸海軍相互の不信と対立も解消されることはなかった。しかも二元統帥

体制の確立は戦時における作戦指導の混乱を招いただけではなかった。兵力整備に関しても、陸軍

と海軍は独自の道を歩み始めることになる。

即ち、日露戦争直後の1907年4 月、明治天皇によって裁可された「帝国国防方針」において、陸

海軍それぞれの想定敵国が分裂する事態となって早速それは表れた。1906年、元帥山県有朋は、陸

軍中佐田中義一に国防方針案の策定を命じ、寺内陸相から原案を受領後、それをもとに「帝国国防

方針案」を起草し、同年10月、元帥として上奏した。そしてこれに基づき12月、奥参謀総長、東郷

海軍軍令部長に国防方針の策定が命じられ、陸海軍の協議を経て「帝国国防方針」「国防に要する兵

力」「帝国軍の用兵綱領」が策定され、1907年2 月に上奏、4 月に裁可されたのである。

この「帝国国防方針」の内容は次のようなものであった。

「国防を策定せんとするには、須らく先ず我敵手たるべきものを想定するを要す。(略)露国は明治37、8 年の敗

戦後、国内の大紛擾あるにも拘らず、戦役前に於けるよりも、尚優勢の兵力を極東に配置し、且営々として海軍

の再建を謀りつつあり、是れ他日機の乗るずべきあれば、報復戦を敢てし、満鮮に於ける我利権を侵害し、以て

数百年来の国是を貫徹せんと欲するものに非ずして何ぞや。故にもっとも近 く有り得べき敵国は、蓋し露国なる

べし。米国は我友邦として、之を保護すべきものなりと雖も、地理、経済、人種及宗教等の関係より観察すれば、

他日劇甚なる衝突を惹起することなきを保せず」。

「右の如く論じ来る時は、帝国の兵備は、左の標準に基づくを要す。陸軍の兵備は、想定敵国中、我陸軍 の作戦

上、もっとも重要視すべき露国の極東に使用し得る兵力に対し、攻勢を取る度とす。海軍の兵備は、想定敵国中、

我海軍の作戦上、もっとも重要視すべき米国の海軍に対し、攻勢を取るを度とす」。

「以上述ぶる所を綜合すれば、左の要旨に帰す。

甲、帝国の国防は攻勢を以て本領とす。

乙、将来の敵と想定すべきものは、露国を第一とし、米、独、仏の諸国之に次ぐ」23)。

一国の陸海軍において、その主たる想定敵国が異なるというのは国家戦略の分裂以外の何ものでも

ない。当然、この国防方針が策定される段階において陸海軍の間で激しい議論が交わされた。陸軍

を代表する山県は、陸海軍がそれぞれ想定敵を異にするのは問題ありとして、国軍として想定敵国

の統一を図るべきだとして、海軍も従来どおり、ロシアを想定敵とするよう要請したが、山本権兵

衛海軍大将はこれに反対し、海軍として次に備えるべきはアメリカであるとして最後まで譲らな

かったのである。ロシアを想定敵にせよといわれても、ロシア海軍は既に撃滅されており、存在し

ない相手を敵にはできないというのが海軍の言い分である。これに対しアメリカはグアム、フィリ

ピンを占領しているうえに、ハワイを併合しており、パナマ運河開通も迫っていた。両洋艦隊とな

るアメリカ海軍を想定してそれに備える必要は高いというのがその論拠であったが、もっとも海軍

も、ロシアに代わってアメリカが直ちに日本の脅威になるとの切迫感を抱いていたわけではなく、
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対米戦を望んでいたわけでもでもなかった。

むしろ、その本音は海軍力整備の目標に米海軍を選んだといったほうが適切である。しかも、海

軍は海洋を自由航行できる世界共通の戦力であり、艦艇にはロシアもアメリカもない。米海軍に備

えるからといってロシア海軍への備えにならないことはないという発想がそこにはあった。またマ

ハン流のシーパワー論を信奉していた山本としては、海軍力の整備こそが覇権国家への道を約束す

るものと確信していたのである。

裁可された「国防に要する兵力」によれば、

「海軍：帝国国防方針に従い、海軍用兵上最重要視すべき想定敵国に対し、東洋に在て攻勢を取らんが為には、

我海軍は常に最新式、即ち最新鋭なる一艦隊を備へざるべからず。而して其兵力の最低限は、左の如くなるを要

す。

戦艦凡2 万屯8 隻

装甲巡洋艦凡1 万8 千屯8 隻」2'l)

つまり、海軍は戦艦8 隻、巡洋艦8 隻のいわゆる八八艦隊の整備を決めたのである。海軍は、対

米戦は避けなければならないと考えつつも、自らの軍事力整備の拡充をはからんんがためにアメリ

カを想定敵国にしたのであった。

ここに、国軍思想は「南守北進」と「北守南進」に分裂し、以後、陸軍はロシア（北進）、海軍は

アメリカ（南進）とそれぞれが異なる思想を抱くことになった。敗戦まで、こうした思想の不統一

が統合されることはなく、またそれだけの力を持った国家機関もなかったのである。早くも日露戦

争直後に、その後における日本の軍事的自滅の要因が存在していたのであった。陸軍と海軍が史上

初めてといわれる統合作戦計画を打ち出したのは、実に敗戦直前の1945年1 月の「帝国陸海軍作戦

計画大綱」、つまり本土決戦計画であった。もはや北進も南進もなく、本土が戦場となりつつあった

からである。東条が遺言に残した軍事問題に関する最後の言葉は「我が国従来の統帥権独立の思想

は確かに間違っている。あれでは陸海軍一本の行動は採れない」というものであった。

天皇親政主義と立憲君主主義の乖離

大日本帝国憲法における統治の原理は天皇親政であり、天皇に形式上全ての権力が集中する体制

であった。これは権力中心に位置する唯一絶対の存在（天皇）によって統合されるという構図であ

り、各大権の間に阻誤や対立が生じた時には、それを調整し得る機関は天皇以外に明文上は存在し

ない。

しかし、「天皇の大権を行うは独裁専断に依るに非ず、必ず臣僚の補翼による」（美濃部達吉「憲

法提要」）との見解に代表されるような憲法機関が当時の慣例、運用であり、特に大正期以降は天皇

が積極的に統合調整機能を果たすということは例外的事態となり、臣下の合意した政策に天皇が真

正面から反対することも同様に異例なことであった。天皇は中空構造という歴史的風土によって集

権的な権力行使を行うことを求められてはいなかったのである。これを理論化したものが美濃部達

吉の天皇機関説であり、大日本帝国憲法の“密教”とも呼ばれる部分である25)。
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こうした乖離は、天皇親政主義と天皇超政主義の折衷がもたらした産物であるとともに、憲法規

範等まず西欧に基本となるモデルを捜し求め、そこに日本的意思決定システムの特性を継ぎ接ぎし

ようとしたことの結果でもあった。このシステムにおけるイデア・規範（建て前）と運用における

現実（本音）のズレは、日本社会においてしばしば存在する傾向であり、これが例えば、一方で法

律を国民生活にとって真に身近なものとすることを妨げ続け、他方では、日本的社会システムの不

明瞭さとして諸外国の懐疑と批判を招く要因ともなる。それはさておき、この明治憲法における規

定と現実的慣行の矛盾を結果的に埋めわせるさせることになったのが、元老といわれた非公式集団

だったのである。

日露戦争以後、日本も西欧列強と同様に植民地に恒常的に軍隊を駐留させるようになると、植民

地経営が国家政策の上で大きな比重を占めることとなり、平時においても国家の基本方針や戦略が

軍隊の意向を無視して決定できないようになる。そこで、天皇のみが国務と統帥、国務大臣間およ

び陸海軍の統合機能を保有するといった体制と、天皇自らが積極的に統合機能を行使しないという

慣例、運用との間隙を埋めるため、各種機関の設置・活用が必要となってきた。

その一つは枢密院であった。1888年4 月30日の枢密院官制と枢密院事務規程の公布によって設置

された枢密院は、大日本帝国憲法第55条によると「枢密顧問は枢密院官制の定むる所により天皇の

諮詞に応へ重要の国務を審議す」とあり、内閣総理大臣および各国務大臣とともに大日本帝国憲法

に明記された天皇の諮問（諮詞）機関である。従って、国務に関する重要な事項については、枢密

院へ諮問して、天皇の政治的判断が下されることとなるというのが大日本帝国憲法下の明文上の体

制である。しかるに、実際には枢密院がそのような機能を発揮することはなく、枢密院の顧問官は

後に名誉職的なものとなった。

次に1898年1 月に設置された元帥府だが、これは「元帥府に列せらるる陸海軍大将には、特に元

帥の称号を賜ふ」（元帥府条例第1 条）、「元帥府は、軍事上に於いて最高顧問とす」（同第2 条）と

あるように、陸海軍の枠を越えて軍事上における天皇の最高顧問として機能することが求められた

が、一定の法律上の職務はなく、定期的に会議を開くこともなかった。最初に元帥府に列せられた

陸海軍大将は、陸軍からは小松宮彰仁親王、山県有朋、大山厳の三大将、海軍からは西郷従道であ

り、まさに、軍部の実力者として天皇の最高顧問にふさわしく、また軍の中において絶大な権威を

有し、あたかも軍における元老のような地位であった。しかし、昭和期に入ると、皇族や長老の優

遇という意味に変質し、軍事問題に対する統合という意味に変質し、軍部における強力な統合調整

機能は次第に失われていった。

さらに軍事参議院だが、これは重要軍務の諮詞に応じる場（軍事参議院条例第1 条）で、諮詞を

待って参議会を開き、天皇に意見を上奏する（同第2 条）機関であり、枢密院と比せられるもので

ある。元帥、大臣、総長および専任の軍事参議官から構成され、従って前3 者はその職責上ある程

度統帥に関し天皇の補弼に責任を有する者であるため、軍事参議院が機能するには専任の軍事参議

官の任命に大きな比重がかかることとなった。だが、これも枢密院顧問官と同じく名誉職化していっ

た。陸海軍合同の軍事参議会が開かれることは希であり、当初期待されていた陸海軍の統合調整機
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能は果たせなかった（陸海軍のうち一方に係る事項については、陸海どちらか一方の軍事参議会を

開くことが可能であり、事実それはしばしば開かれた）。

こうして、内閣、参謀本部、軍令部をはじめ、枢密院、軍事参議会等々天皇の顧問ある
いは補弼

機関のいずれもが天皇大権の代行機関足りえず、これらの特定機関が他の機関の統合調整を行うこ

ともなく、大日本帝国憲法体制の統合機能不足は非公式または超法規的な存在によって埋められね

ばならなかった。そしてその機能を担ったのが明治後半～大正期における元老といわれる集団であ

り、彼らは次期首相を決定しただけに留まらず、国家存立にかかわる重要な問題に対してある程度

の統合調整機能を果たし、憲法上の要請であった政治と軍事（統帥）の二元制に基づく対立問題に

ついても元老が介入して、解決に導いたのであった。

4 非 公 式 シス テ ム とし ての 元 老 政 治

元老を定義すれば、明治維新から大日本帝国憲法の制定により一応の完成を見た日本の国家体制

成立に貢献をなし、その権力基盤が確立した後、非公式ポストたる天皇の政治的顧問として、その

下問に答え、天皇の大権行使に大きな影響力を行使するようになった政治家（集団）である。1889

年II月に伊藤博文と黒田清隆に元勲優遇の詔勅を与えたのを皮切りに、その後、山県有朋、松方正

義、井上馨、西郷従道、大山厳の5 人を加えて、明治期における元老集団が形成された。さらに、

桂太郎、西園公望の2 名が大正初期に元老に列せられた。しかしそれ以後、元老の補充はなされず、

上記各元老の死去に伴い、日本政治からやがて完全にその姿を消していくのである。

日本史上、彼ら元老が活躍した時代は、第一次桂内閣の誕生（1901年）から最後の元老である西

園寺が死去（1940年）するまでの約40年間であった。それ以前においては、明治維新の功労者（元

勲）自身が総理大臣の座を占め、国家意志の最終的な統合調整は基本的には未だ内閣において行わ

れていた。このうち、第一次松方内閣以後になると、次期首相の任命について天皇が伊藤、山県、

松方、井上、大山、黒田、西郷の7 名に下問するようになるなど、後の元老政治システムの原形が

形作られていったが、内閣総理大臣は依然として元勲のうちの一人が就任しており、政府と元老と

は未分離の状況にあった。だが、第四次伊藤内閣の総辞職に伴い桂太郎が総理大臣に就任。このこ

とは、維新の元勲といわれた政治家が第一線を退き、桂及び西園寺に代表される次世代の政治家に

政権を担当させることを意味した。そしてこれ以降、元勲は総理大臣など憲法に定められた政府の

公的地位を占めることはなく、純然たる天皇の最高政治顧問（元老）として、いわば大御所的立場

から政治に関与することとなる。

日露戦争：元老集団の戦争指導

日露戦争は、国務を担当する内閣と戦争遂行および統帥を担当する大本営、そしてその両者を元

老集団が統合することで、比較的理想に近い戦略指導がなされた例であった。日露の関係が緊迫の

度を深めていった1903年以降、対露政策決定のために元老会議が頻繁に開かれるようになる。当時

存命中の元老は、伊藤博文、山形有朋、松方正義、井上馨、大山厳の5 人であった（大山厳は当時
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参謀総長であったが、元老の資格で参加し、参謀総長としての発言をすることはなかったといわれ

る。また桂首相および西園の両名はまだ元老に列せられていない）。も゛J）ともヽ
元老だけの会議はほ

とんど開かれず、元老と内閣の主要閣僚（桂首相、寺内陸相、山本海相、小村外相、曽
禰蔵相）と

の連絡会議、もしくは桂首相が政府側を代表して元老に意見を聴くという形式がほとんどであった。

開戦に至る経緯はここでは触れないが、主戦論に立つ参謀本部と慎重論の元老との間に意見の隔

たりがあった。だが、政府と元老との合同会議もしくは首相が事前または事後に元老の承認を得る

という形で対露方針は決定され、対外政策の方針は政府および元老が決定するという格好が守られ

た。陸軍を中心とする軍部が表面に立って、国政を引っ張っていき、ともすれば二重外交といわれ

たように、陸海軍統帥部が表に現れてこないことは、昭和期の戦争指導と比べて軍部に対する政治

側の優位が保たれていたからである。

但し、元老といっても、大本営会議における軍部の決定に関与できる元老は、現役の陸軍大将（元

帥）である山形有朋のみであり（もう一人の現役の陸軍大将大山厳は日露戦争開始当時は参謀総長

であり、その資格で大本営会議に列席、後満洲軍総司令官として大陸に赴任したため、元老会議等

への参加は不可能であった）、陸軍に関する決定はすべて山県と内協議を経た後、山県、首相、陸相、

参謀総長、次長の定例会議で決定され、海軍、外交、財政に関するものは、それぞれの機関との調

整を経て、大本営会議の場に提出することが通例であった。海軍に関しては、元老であった西郷は

既に死去していたものの、当時の海軍大臣山本権兵衛が海軍部内における指導権を確立し、戦争遂

行に関して部内をよく統率していた。

講和に関しても、昭和期の陸軍とは異なり、山県および大山の二人の軍人出身の元老が部内の統率

力を発揮し、陸軍の独走を抑制した。具体的には、1905年3 月の奉天会戦の勝利以降、日本陸軍の

戦争継続能力が限界に達すると、当時の参謀総長であった山県は、政府主要閣僚に対して、戦争の

前途は憂慮すべき状況にあるとの意見書を出し、また、満洲軍総司令官であった大山も同様の認識

から、講和を促進すべきという意見を出し、児玉満洲軍総参謀長を東京へ派遣したように、むやみ

に戦争遂行を叫ぶことなく、陸軍および日本の国力を冷静に見極めたうえで戦争指導にあたってい

る。講和条約の締結に際しても、1905年3 月から14回にわたり首相と元老が会合を重ねたのである。

こうして、元老の存在が国務と統帥の対立を纏めあげる上で有効に機能したことが、世界の予想

を裏切ってこの戦争を日本有利のうちに終結し得た大きな要因であった。元老とは、自らの若いと

きの経験に基づき、その一身において政治家であると同時に軍事専門家としてのデュアルな思考発

揮ができた人材であった。その一身に同質性を具有する彼らは維新の指導者として、自分たちが作

りあげた新生日本の限界を身をもって実感していた。組織がすっかり固まり、組織の論理に縛られ、

或いはその代弁者となることによってのみ栄達が保障される、セクショナリズムに毒された昭和期

の行政官僚や軍人官僚などとは違い、組織の虜になることもなかった。彼らの行動原理は官僚のそ

れではなく、組織の論理よりも国家の観点と論理優先させるものであった。

日露戦後の満洲経営

日露戦争の戦争指導において、政府と元老の連携が効を奏し、また、軍部も戦争指導に際して表
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だって政府の方針に反対することはなかった。戦争終了後、朝鮮半島における以前からの日本の権

益を確保し、さらに南満洲は日本の勢力下に置かれることとなり、ここに大陸での本格的な植民地

経営という新たな課題が我が国政治上に大きなウエートを以て登場することになる。そして、自分

たちが軍事力のみで勝ち取った領土であるとの軍部の誤謬意識から、外地運営のあり方を軸に、以

後軍部の政治への干渉及び軍部の政治権力化が急速に進み、陸軍の満洲経営に対する発言力が次第

に大きくなり、政府の抑制が効かなくなる事態が発生し始めるようになる。

そもそもポーツマス条約の追加約款では、日露両軍は18ヶ月以内に満洲から撤兵することになっ

ていた。だが、日露戦争後、日本陸軍は部隊を南満洲に駐留させたままで撤兵せず、逆に締結後、

日本は関東総督( 陸軍大将大島義理昌総督) を新設し、その指揮下に2 個師団約1 万人の兵力( 後

の関東軍の前身) を満洲に駐留させるとともに、陸軍は各地に軍政署を設け軍政を敷く姿勢を取り

始めるようになる。そもそもロシアによる満洲独占に反対し、その機会均等・門戸開放を主張して

英米と提携する形で戦争を戦ってきた日本であるから、清国及び英米両国からもこうした日本の独

占閉鎖的な態度に対し抗議の書簡が寄せられていた。そのため、南満洲での軍政を継続させ、事実

上満洲の独占を図ろうとする陸軍の行動を憂いた伊藤博文は各元老の了解を取り付け、「満洲問題に

関する協議会」を開催させ、児玉源太郎参謀総長を筆頭とする陸軍の独走の歯止めをかけようとす

るのである。

当時の日本の政治状況は、日露戦争終結後の1906年1 月に第一次桂内閣から第一次西園寺内閣に

なっており、当時の外務大臣加藤高明は門戸解放論に傾き、満洲の軍政継続を希望する陸軍と対立

した。同年2 月11日加藤外相は伊藤博文を訪ね、この問題を訴えたが、彼の日記には、「数個の件に

関して侯( 伊藤博文) と議す。就中、最も重要なるものは陸軍側の満洲門戸解放政策に対する態度、

即ち其主義が全く陸軍側によって無視されていることであった」と記されている。さらに同月16日、

加藤は「伊藤侯の招きに依り大磯に赴く。山県、大山、西園寺の三侯、児玉大将( 当時参謀総長)

および井上伯も亦会す。南満に於ける陸軍側の態度に関し、半日間を論議に費やす。数件は解決し

たが、他のすこぶる重要な案件は、児玉大将が熱心に主張する為に解決することが出来なかった」(

大磯秘密会談)。結局、加藤外相は鉄道国有化問題を表向きの理由にして、3月に外相を辞任する。

加藤外相辞任後の4 月、西園寺首相が満洲を隠密裡に視察し、それと入れ替わるように伊藤朝鮮

統監が朝鮮から日本に帰国していた。「日本の軍部は、露国占領当時よりも満洲の門戸を閉ざしてい

る。かかる事情に対し、米英両国厳重な抗議を提出した。宜しく統監の善処をお願いしたい」との

駐日英国大使マクドナルドからの書状(3.31付)を伊藤は既に受け取っていたが、一方で、満洲問題

については実行に関して軍部と外務省との意見があわず、そのため外国に対する回答も遷延し、外

国側の疑惑を招く虞があり、西園寺首相の満洲視察を伝えた山県の書状も届いていた。このような

状況の中で、満洲問題の解決に元老伊藤博文が乗り出したのである。

伊藤は、西園寺首相の帰国を待って西園寺首相に「満洲問題に関する協議会」を開催させた。同

会議は5 月22日首相官邸において開かれた。出席者は伊藤( 朝鮮統監)、山県( 枢密院議長)、松方(

枢密院顧問官)、大山、井上の各元老、西園寺(内閣総理大臣)、寺内正毅(陸軍大臣)、斉藤実(海
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軍大臣）、坂谷芳郎（大蔵大臣）、林董（外務大臣）の各大臣、陸軍大将桂太郎、海軍大将山本権兵

衛、参謀総長児玉源太郎の13名であった。会議冒頭、伊藤は演説を行った26)。

「(満洲に軍政を敷き欧州諸国に満洲の門戸を閉鎖しており) かかる状態にては、列国の物議を醸し、ひいては朝

鮮の安定に悪影響を招来する虞が大であるので、自分の職責としても等閑に附し得ない。(中略)清国側の官民の

不満は憂慮せざるを得ない。若し今日のままに放任したならば、ただ北清のみばかりでなく、21省の人心は、終

に日本に反抗するに至るであろう」。

まず 自 ら の情 勢 認識 を 述 べ、 さ らに伊 藤 は続 けた。

「（中略）今日露国から譲渡されたものを保持するのは当然で、何人 も意義を挟む筈がない。然るに実際の事実 は、

此範囲外に出つつあるのだ。軍政署の綱領なるものを見ると、若し之を実施したならば、清国人の活動する余地

はさらに無い。否、領事といえども活動することはできぬ。（中略）余 はここに直言したいことがある。（中略）

軍事当局者は、撤兵期間は18ヶ月であるから、明年4 月までは戦時中と同様、軍事的措置をとって差し支えない

との解釈だそうである。此の解釈に基づき、或いは種々なる事業に着手し、或いは租税を徴収して居らるるよう

である。（中略）如此解釈を取らるるのは、余の甚だ了解に苦しむところである。（後略）」

かように伊藤が満洲で排他的に軍政を行う陸軍に対する不信を露にした後、各出席者の討論が始

まった。当然、伊藤と児玉参謀総長との対立がこの会議の中心となる。児玉は、現地の状況は伊藤

が指摘するほど悪化していないと反論するが、これに伊藤が怒りを顕にする。

伊藤統監：「(前略) 一言児玉大将に注意したい。軍人諸君の職権に関する事であるから、勿論余が冗弁を弄する

ものとして御聞取り願いたい。(中略)名は軍政署であるが、其実は純然たる民政庁である。殊に施政の方針を云々

し、満洲を目するに新占領地を以 てするが如きは、徹頭徹尾、軍政以外に進出して居るものと言わなければなら

ぬ」。

児玉参謀総長：「余は最近初めて此書( 満州軍政実施要領) を手にしたので、一読此の不穏当なることを感じ、直

に関東総督の注意を促して置いた。此の如き規定は領事が赴任すれば、凡て無用に帰するであらう」。

児玉がようやく軍政要領の問題を認め、領事がくれば問題は解決すると述べたが、伊藤はこれに

対しても反論を加える。

伊藤統監：「領事は人民の保護者ではない。（中略）人民保護の権は、宜しく之を清国に譲らなければならぬ」。

（中略）

寺内陸軍大臣：「（前略）要するに、中央に於いては平時の思想で凡て立論し、彼の地に於いては戦時の思想を抱

いて行動するから、種々の問題が生じて来るのである。（中略）従来関東総督は戦時命令にしたがって行動したの

であるが、平和克腹の今日は之を平和の状態と符合するように改正すればよいのである。即ち、従来は単に参謀

総長の命令に従って専ら軍事的に行動したのであるが、今後は之を更め、日本政府の代表者として行動せしめな

ければならぬ（中略）」。

林外務大臣：「凡て平時の精神で事を処理せねばならぬ。さうでなければ、条約を履行することは出来ぬ」。

（略）

山県枢密院議長:( 児玉に向かい）「自分自らが内閣総理大臣の地位にある心得で、万事を処理してもらいたい」。

山本海軍大将：（児玉に向かい）「私も山県侯の意見に同意である（後略）」。
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伊藤統監：「余の希望する所は、外交方面と軍事方面とが、互いに符合する施設を為すことである」。(

略)

児玉参謀総長：「南満州は将来我が国と種々なる関係を生ずる。其内に於いて軍事はもっとも簡単である。何故な

れば、明年4 月以降に至れば鉄道守備隊を残すのみとなるからである。けれども満州経営の上から見れば、将来

種々なる問題が発生する事であろう。而して是等の問題が一度内地に移れば、各省個々別々の主管となって取扱

い手続きは実に煩雑極まるものとなる。日本の勢力を扶植してある南満州の開港場は、漢口とか上海とかと異な

るのは言うまでもない。故に満州に於ける主催を、誰か一人の手に委ね、前陳したやうな煩雑なる事務をー箇所

にまとめて、一切を指導する官衛を新たに組織してはどうであらう」。(

略)

伊藤統監：「余の見る所に依ると、児玉参謀総長等は、満洲に於ける日本の地位を、根本的に誤解して居られるや

うである。満洲方面に於ける日本の権利は、講和条約に依って露国から譲り受けたもの、即ち、遼東半島租借地

と鉄道の外には何物 も無いのである。満洲経営という言葉は、戦時中から我が国人の口にして居た所で、今日で

は官吏は勿論商人なども切り満洲経営を説くけれども、満洲は決して我が国の属地ではない。純然たる清国領土

の一部である。属地でもない場所に、我が主権の行はるる道理は無いし、従って拓務省のやうなものを新設して

事務を取扱はしむる必要もない。満洲行政の責任は宣しく清国に負担せしめなければならぬ」。

こうしたやり取りを見てもわかるように、満洲における日本の権益独占及び軍政継続をめざす陸

軍（児玉参謀総長）に伊藤が抑制をかけ、他の元老も伊藤の方針に反対しないという態度を取って

いる。陸軍の大御所である山県の態度も、陸軍と外務省との調整不足が直接の原因であるとの見方

であり、寺内陸軍大臣の態度に近く、表だっては伊藤の方針に反対していない。山本海軍大臣は、

「軍は政治に従うべし」との方針であった。

結局、陸軍が孤立するという構図になり、伊藤ら文治派が勝利し、関東総督の機関を平時組織に

すること、軍政署を順次廃止することが決定され、軍政継続は解消させられた。この段階では陸軍

の外地での独走を抑えるだけの力が元老集団には残っていたのである。だが、元老という重石がな

くなると陸軍が独自の大陸経営論をもって政府、外務省と公然と対立し始める。また、南満洲の経

緯に関しては、天皇直隷であった総督府が廃止され、代わって外務大臣の指揮を受ける関東都督府

制が敷かれたが、総督の大島大将は代わらず、以後の満洲経営は都督府、満洲鉄道、領事館の三頭

政治の様相を呈し一元性無きものとなる27)。

大正期の政治と軍事：同質性の消失と元老システムの動揺

藩閥勢力の後退による支配層内部における同質性の喪失と政党勢力の躍進、近代軍制の確立に伴

う軍事官僚の台頭、それに日本の国際的地位の変化等、日露戦争後、それまで政治と軍事の調整を

促していた諸要因は徐々に消滅していく。逆に、元老制が次第に衰退へと向かうなか、統帥権独立

は軍事と政治の機能分化を加速し、さらには当初想起された意図を大きく離れ、軍部の自立化と政

治に対する優越をもたらすマシーンとして機能するようになっていく。

まず、日露戦争と第一次大戦が日本を帝国主義列強の一翼に加えせしめたことで、政治優位を不

可避ならしめた国際環境を緩和させるとともに、国防の第一線が大陸に拡大したことは、植民地政

策及び大陸政策の形成と遂行において陸軍の比重を高からしめることになった。また、第一次世界

大戦から生まれた「総力戦」の概念は国防の概念を拡大させ、もともと不分明な政治と軍事の境界
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をさらに不明確化させるとともに、両者の重複部分を増大せしめることとなる。

他方、国内環境に目を移せば、政治と軍事の機能分化の進行・深化や軍事機構の成熟は政治指導

者と軍事指導者との分化を促し、それまでその庇護下にあった藩閥勢力から軍を自立化させること

となった。しかも、政治権力が藩閥勢力から政党勢力へと移行したことの意味合いも大きかった。

軍から見れば、軍閥打破を唱え、その特権的制度の改廃を主張する政党は脅威以外の何物でもなかっ

た。そのうえ、政党の行動は党派的であるがゆえに、その動きが軍に波及することになれば、軍の

政治化を招来する危険性もあった。つまり、国務の政党政治化が軍の存立基盤を脅かし、党略が軍

のめざす軍事的合理性追求を阻止する可能性をそこに見出した軍部は、党派政治の介入から軍を守

るとともに、さらに、あらゆる資源の投入を必要とする総力戦化に対応し、挙国一致の下で各種国

家機能の連携・統合を推し進めるにあたって、私的利益の代弁者に過ぎぬ政党ではなく、軍自らが

その主体足らんと欲する（陸軍独裁）ようになる。1914年の青島攻略も17～22年に至るシベリア出

兵も、ともにその戦争指導は陸軍参謀本部と海軍軍令部が専掌し、内閣総理大臣以下の文官がこれ

に関与することはなかった。戦争指導の主導権は確実に軍部に独占化されていった。

ところで1909年の伊藤暗殺後、元老の中では山県の発言力が強まり28)、さらに1912年9 月、明治天

皇が崩御して大正天皇が即位すると、当時存命中の元老（山県、松方、大山、井上の4 人）に桂太

郎と西園寺が加わり、この6 人が大正天皇の政治的最高顧問の役割を担うことになる。だがこの時

期、陸軍2 個師団増設問題で第二次西園寺内閣が瓦解（1912年）、さらに清浦内閣の流産事件等軍の

政治干渉が強まっていった29)。この過程において、制度創設当時、軍権を握る藩閥勢力が、藩政府勢

力の浸透から軍を守るために考案された統帥権の独立が、いまや軍事官僚を擁し藩閥勢力から自立

化しつつあった軍が、党派化した国務から自らの組織と権益を守るための制度へと変質していった

のである。また第一次山本内閣がシーメンス事件によって総辞職に追い込まれた（1914年）後、次

期総理を天皇に上奏するべく元老会議が何度も開かれたが、松方をはじめ、奏請者からの辞退が相

次いだため、結局は1801年以来の行き掛かりを捨てて大隅重信を奏請して大命降下となった。この

事態も元老の影響力低下を表す例といえる。

そしてこの大隅内閣の外務大臣になったのが、先の満洲での門戸開放問題をめぐる陸軍との対立

から外相を辞した経験をもつ加藤高明であった。大隅内閣の成立直後、第一次世界大戦が勃発する。

これを孤立化に向かいつつあった日本にとって天祐であると捉えたのは元老も大隅も同様であった

が、大戦に対する日本の政策における加藤の行動はそれまでの慣例を破るものであった。当時、元

老は、戦局未だ定かならずとの理由から、英国側に立っての参戦は時期尚早との立場であったが、

日英同盟論者の加藤は即刻、英国側に立って参戦すべきだと判断、この問題についての意見調整を

図ることなく、政府、元老双方が出席した御前会議において、対独最後通牒を発することを決定し

てしまうのである。更に加藤は、外交上の秘密保持という名目で外交文書を元老に送付することも

せず、元老は他から入手した文書を独自に翻訳させて元老会議に臨むという有様であった。そのう

えヽ 外交は秘密を要するのであれば口頭で各元老に報告すればよい、との元老側の申し出も拒絶し

たのである。
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当然、元老側は猛反発を見せたが、制度上外交を担当すべきはあくまで天皇とそれを補弼する外

務大臣である。そもそも元老の存在は何等法制に基づくものでなく、慣習上の制度であるため、首

相または外相が天皇に上奏して裁可を得ると、如何に元老といえどもその方針を偏向することは制

度上は不可能となってしまうのである30)。非公式メカニズムの弱点であった。このように、時代が下

るにつれ元老の政治的影響力は低下を続ける。明治維新から早や半世紀、元老達の次の世代が成長

し、政治の実権を掌握したことをこれは意味する。

以後、大正時代の政治は元老山県と立憲政友会総裁原敬を中心に展開するが、1922年、大正天皇

の病気に伴う摂政設置問題が片付くや原が暗殺され、その3 ヶ月後には山県も没した。桂太郎は既

に大正初期の「憲政擁護・閥族打破」運動で失脚していたし、山本権兵衛もシーメンス事件で失脚、

加藤高明も大正末期に早逝した。そのため、山県没後、元老は（松方の老衰がひどく）実質的に西

園寺一人となる。しかし彼は、激しさを増す時代潮流に果敢に取り組もうとはしなかった。 ただ、

大正期に入って元老の影響力が徐々に後退し、軍部の政治に対する関係がそれまでの同質的なもの

から対立的な側面を強めたからといって、必ずしも軍が即、政治に服しなくなったわけではなかっ

た。想定脅威の低下やそれに伴う縮軍ムードの横溢、デモクラシー概念の普及、さらに国民の反軍

意識の高まりや軍人の社会的地位の低下等この時期、軍部のレーゾンデートルは大きく動揺を来し

ていた"）。またこうした時代風潮を背景に、政党勢力が軍部の政治的発言権拡大に反発、1913年には

第一次山本内閣の原内相の意向によって軍部大臣現役武官制が廃止され、再び予備役、後備役にま

で軍部大臣の資格が拡張された32)。さらに原敬内閣は1919年、朝鮮および台湾の総督府官制を改正し

て、総督には文武官いずれをも任用し得るものとし、また結局は実現に至らなかったものの、翌年

には原は参謀本部の廃止をも企図している33)。

このように、政治と軍事の力関係が不安定になり、政党内閣と軍部の対立が本格化したが、漸次

軍事力の縮小が進行し、また軍の社会的な影響力低下も加わって、大正期の政治勢力には、軍の専

横と政治的関与を阻止する力は未だ残されていた。しかし、その後、政党勢力は、非公式システム

としての元老制度がかって果たしたような政治と軍事の統合や軍部を抑える力へとは成長し得えな

かった。

5 昭和前期：軍部官僚の暴走と自滅

時代が昭和に移るや、ロンドン海軍軍縮条約（1930年）の締結をめぐり、浜口内閣の軍備縮小政

策に加藤軍令部長が反発、統帥権干犯問題が引き起こされた。加藤らは、国防兵力量の問題は内閣

の輔弼事項外であるとし、第II条のみならず第12条までも統帥権に含ましめるべきだと主張した。

第12条の「編制および常備兵額」は議会で審議されて成立する予算と不可分なものであり、国務大

臣の輔弼を受けるのは当然のことであるが、野党の政友会までもが党利獲得の意図から海軍の主張

を支持し、自ら墓穴を掘る失態を演じた34)。

さらに世界恐慌の影響から、日本の平和的・経済的発展策は破綻を迎えた。経済外交は期待され
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た成果を挙げ得ず、世界的な保護貿易的傾向によって日本外交は頭打ちとなった。日本が死活的と

みなした在満権益は中国の革命外交と衝突し、中国問題は確実に行き詰まりに陥っていった。これ

に加えてソ連の脅威も強く意識され出したが、政党内閣はこれら外患に効果的に対処できず、社会

不安への対応にも有効さを欠いた。このような政党内閣の失政と党派的対立から生じる腐敗が、そ

の権力支配の正当性を損なわしめることとなる。

こうした状況の申で、大正以来の政治の現状に不満を抱いた軍人は政治介入の動きを公然表面化

させ35)、軍部と政治の関係は極めて不安定化し、1931年の満洲事変を契機として、それは破局的段階

に入った。政党政治は凋落し、遂に軍部の政治支配が確立されるのだが、その直接の端緒となった

のは、一部青年将校らを主体とした国家改造運動や軍人、ファッショ勢力によるテロ、クーデタで

あり36)、法制的には「分権制の極大解釈」としての明治以来の統帥権独立と軍部大臣の現役武官制が

その武器とされた37)。2.26事件後の1936年3 月9 日に発足した広田内閣によって、5月18日には陸海

軍省官制が改正され、再び軍部大臣の現役制が復活されたのである。国内的にも国際的にも政治の

現状を不満とし、何等かの変革を要望する空気が国内に横溢していたことが、軍部の政治支配に対

する一種支援の拠り所となったことも否定できまい。

もっとも、昭和において軍事と政治の関係が破局的様相を呈したそのプロセスは、軍部が上下一

丸となって、自らの確固とした政治的意図をもって政党支配等反軍勢力を倒し、もって我が国の政

治支配をほしいままにしたといえる程に単純なものではなかった。昭和期においては既に軍内部に

派閥と下克上の風潮が蔓延し、もはや軍隊の基本である規律と統制が失われていた。モルトケのい

う“浪費的存在”に堕したうえでの暴走の継続が、政治介入という結果を招来したと見るべきであ

ろう。しかも、軍事的合理性の追求や、「戦争並国民生活上の要求を充たす為最善の能率を発揮せし

むる」(永田鉄山)38) という“国家総動員体制”の確立を口実に、軍部は無制限に政治への介入を深

める一方で、自らの対処し得ない問題に対しては、それを国防の範囲を越えたものとして、その処

理と責任を政治に押しつけた。武人としての姿を失い、徹底的に官僚化した軍人は、国防や軍事の

領域を恣意的に伸縮させる一方、政戦略の統合等国策全般の調整や最終的な国家責任をとろうとは

しなかった39)。

そうした政治状況のなか、日中戦争の本格化に伴い1937年日月に陸海軍統帥部に大本営が設置さ

れたが、日清・日露戦争のように元老、内閣総理大臣または閣僚が大本営御前会議に列席するとい

う方式は取られなかった(政府側からは陸海軍大臣のみが大本営会議に参加)。そのため、大本営設

置に伴い、大本営と政府との申し合わせにより戦争指導に関する国家意志の最高決定機関として大

本営政府連絡会議なる場が設けられた。連絡会議の構成員は、政府側は総理、外相、陸海軍相を正

式メンバーとし、時により蔵相、企画院総裁、副総理格の無任相等がこれに加わり、大本営側は参

謀総長、軍令部総長を正メンバーとし、参謀次長、軍令部次長が加わるのが通例であった( 大本営

政府連絡会議は小磯内閣成立時の1944年、に最高戦争指導会議へと改組された)。しかしながら、政

府( 内閣)、陸軍、海軍三者による「天皇制下の多元的連合体制」の下では、何らの法的根拠も持た

ずあくまで便宜的産物に過ぎない同会議が、整合性ある国家戦略の策定や国家意志の統合を果たす
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ことは到底不可能であった40)。

そして太平洋戦争勃発の前年、大日本帝国憲法体制崩壊を見ることなく、西園寺はこの世を去り、

ここに政治と軍事の統合機能を果たしてきた元老という非公式システムは完全にその姿を消し

だ1)。元老システムも政党勢力も、ともに軍事に対する政治の統制を確保することはできなかった

のである。統帥権独立が内包する国務と統帥の分裂状態が続くなか、統合主体を欠いたまま戦時体

制に移行した日本においては、戦争指導も軍部官僚による統帥優位の作戦指導的なものに倭小化さ

れ、欧米流の大戦略や政略的視点からのアプローチは最後まで欠落したままであった。要するに、

明治国家体制下の日本は、政治と軍事の統合的主体を欠き、その初期において機能した支配層の同

質性や元老制度等のインフォーマルな統合システムが次第に消失するなか、軍が暴走、しかもその

軍自らも自身の総合的・有機的な機能発揮すら行えないままに、敗戦を迎えたのである。但し、大

日本帝国憲法体制においても、特定の状況下において天皇自らが主体的に意志決定を行ったケース

が例外的に存在した。その状況とは、決定を下す時間的緊急制が高く、かつ、臣下レベルでの意志

決定システムが完全に麻揮してしまった場合である。この二つの条件が揃ったのが、2.26事件と終戦

の際の天皇裁断であった。ならば、早い段階から天皇が自ら意思決定を能動的に行うべきではなかっ

たのかという問題が残るが、天皇機関説的発想やそれまでの日本的伝統に基づき、事実としてそれ

は行われなかった42)。

なお、元老システムの崩壊後、政治の軍事に対する優位を確保しつつ軍事と政治を統合させるメ

カニズムは消滅し、日本は破滅への道程を歩んでいったが、唯一元老システムに類似した機関とし

て内大臣のポストがあった。内大臣の主な職務はa 御璽国璽を尚蔵すること(2)常侍輔弼し及び宮中

顧問官の儀事を総提することであり、天皇を補弼し、宮中と国務との連絡役を果たすものであった。

内大臣設置の経緯を見ると、明治18年の内閣制度創設に際して、当時の太政大臣であった三条実美

を棚上げするために設けられた官職であったことからも窺えるように、本来、政治過程において強

い影響力を発揮し得るべきものとは考えられず、むしろ宮廷を非政治化することに設置の意図を読

んで取ることができる。

だが、元老制度が機能しなくなった昭和期になると、天皇との距離が近いことから、特に木戸幸

一が内大臣秘書官長として内大臣府に転じた頃から、軍ファシズムの台頭に対応して一定の政治的

機能を発揮するようになった43)。次期首相の天皇への奏請は2.26事件以降内大臣と首相経験者との

合意で決められるようになったこと、また、太平洋戦争末期に内大臣木戸が終戦の根回しを行った

ことはその例である。もっとも、内大臣あるいは内大臣を中心とする宮中グループ( 近衛、岡田、

米内等) の力も限られたものでしかなく、その機能行使も遅きに失した。さらに、これらの勢力も

当初は東条ら軍部と結託し、やがて戦局不利となるや一転、軍と一線を画し暗躍するなど、それは

かっての元老が発揮した如き統合力も信念も持ち合わせぬ状況対応集団に過ぎなかったというべき

であろう。

詰まるところ、昭和期軍部による政治介入の行き着く先は、明治憲法体制の否定であるとともに、

軍組織そのものの分裂、崩壊であり、さらには我が国国家システムの壊滅であった。



160 国際地域学研究 第5 号2002 年3 月

6 総 括

統帥大権とは、軍隊の指揮命令権であり、軍隊を動かし、戦争を遂行することを目的とする大権

である。戦争の実施は勝利を獲得することに目的があるわけで、まさにそれは国家存亡にかかわる

重大事項である。軍事作戦において何らの拘束をも受けず、統帥者の自由意志によって軍隊を運用

できることをめざして編み出されたのが統帥権独立の思想であり、専ら軍事作戦の機密性、迅速性、

特殊性がこれに正当性を与える根拠と解された。だが、時代も大正に入る頃から、この大権の憲法

上の保持者である天皇は立憲君主的行動に徹しようとされ、自らの意志表明を控えるのが通例とな

る。

そこで、大日本帝国憲法の表面的な体制である天皇親政の体面を保ちつつ、各部の整合を図るメ

カニズムが必要となってくるが、枢密院や元帥府という法律で認められた補弼機関に天皇大権の代

行をさせることは法理的にも現実的にも不可能である。それに比して非公式システムである元老は、

各政治勢力の統合調整機能という意味で、天皇という中心を侵すことなく、かつ天皇の政治的最高

顧問という立場から、天皇の大権行使について一定の代行機能を果たすことで天皇親政という制度

的建て前を保持することができた。

しかるに、時代が下るとともに軍隊や官僚といった国家統治の機構が次第に固まりをみせ、国家

の運営もそれまでの属人的なものから、組織原理が幅を効かせることになる44)。そしてこの段階に至

ると、国家全体の利益を考えるよりも、セクショナリズムの弊が芽生えてくることとなる。そのた

め、属人的な統合調整システムの元老集団が縮小、消滅した時に、憲法と実際上の二重構造を大局

的観点に立って埋める政治勢力はもはや存在しなかった。結果、昭和期における政治情勢が陸軍の

暴走により混迷の度を深め、ひいては太平洋戦争をめぐって日露戦争当時のような戦略的な戦争指

導を効果的に行うことは最後までできなかった45)。

また統帥権独立の制は、政治と軍事を分離、俊別して捉える傾向を助長させ、「餅は餅屋」的に、

軍事問題はその途の専門家である軍人に委ねることが至上であるとの誤解を社会全般に生み出し、

と同時に、政治家や一般行政官僚の軍事への関与と関心を失わしめ、彼等の軍事問題に対する適切

な認識の形成を阻害することにもなった46)。さらに、軍を政治から遠ざけようとしたことが、軍人に

国務の概念と（党略化された）政治とを別物として捉える傾向を生み出した。しかし、本来それは

一体的なものであり、国務の党略化は極力自制さるべきものではあるにせよ、それ以前の問題とし

て、社会人である以上、政党政治に対する適切な理解とその受容は、軍人一人一人に対しても当然

求められる必須の素養たるべきであった。しかも、全国民を対象とした徴兵によって構成されてい

ることから、国民の政治的、思想的動向は、軍隊内部にも反映せざるを得ない状況に旧軍は置かれ

ていた。

だが、軍人の国政参加や政治的言動を厳しく戒める等厳しい政治的差別主義を採用し、軍人を政

治から遠ざけるだけで、プロフェッショナルとしての軍事官僚の養成にあたって、軍人に対する政

治教育の重要性は理解されることがなかった。その反面、軍人の政治的要求を汲み上げるための措
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置が十分に講じられることもなく、政党政治家の多くも専ら軍事問題を政府攻撃の材料として使う

に過ぎなかった。避けるべきは軍部の政治介入であり、軍人一人一人の政治に対する認知と理解で

はなかったはずが、軍の政治からの隔離が、軍人に対する政治教育の軽視や軍人の政治的発言の封

印という副弊をもたらしたことによって、それが昭和期、軍部、軍人の反発を生み出し、かつ、政

財界の腐敗に憤った国民の支持をバックに、彼らの政治への介入、支配を誘発させる因子となった

皮肉な事実を忘れてはならない。

今日、政治優位の下での政治と軍事の統合を実現するには、軍令機関と政府の対立、並立という

意味での統帥権独立の制度はこれを否定されねばならず、明治国家が当初、統帥権独立によって達

成しようとした軍の国家への忠誠とその非政治化は、統帥権独立以外の措置やシステムによって担

保されなければならない。ここに、文民統制の論理が必要となる所以がある。もっとも、明治国家

においては、政治の軍事に対する優位が制度的に保証されることはなかったが、軍部暴走の契機と

なった統帥件独立の制も、必ずしも軍事の政治に対する優位を保証するためのものではなかった。

政治が軍事に優先するか、軍事が政治に有するかは、その時々の国内外の環境や制度の運用ぶりに

よって大きく左右されるものであった。そして何よりも政治に対する軍事の優位を許した大きな制

度運用上の原因は軍部大臣現役武官制に求められよう。だがむしろ、明治憲法体制のより根本的な

問題は、表面的には天皇親政を装いながらも、その実態において極めて多元的な連合体制を許した

点にあったというべきである。政治と軍事の統合が、制度や公式の機構を超越することによっての

みはじめて可能になるという欠陥をシステム自体が内包していたことが公的権限と事実上の責任所

在を不分明ならしめたのであり、この所謂無貴任体系こそが軍事の政治に対する優位と、軍部の自

滅的暴走というまさに無責任な所為に途を開いたのである。

日本国憲法の時代になり、軍部大臣現役武官制も統帥権独立も否定された。また天皇は国民統合

の象徴に退き、他方、内閣総理大臣は大日本帝国憲法時代に比して強大な権力を手に入れたはずで

ある。その限りにおいて、過去の失敗は貴重な教訓として新生日本の建設に活かされたと言えよう。

しかるに、最高規範である憲法が戦争放棄と武力の保持を禁じ、政府自ら自衛力の保持さえをも否

定しておきながら、その後、同一憲法の下で、軍事力が公然存在する事態を受容せねばならぬ状況

が出現するようになった。しかも、戦後日本の最終的な意志決定を行う権力中枢は何処（誰）かと

いう問いかけに明瞭に答え切れる政治状況も現出してはいない。そして、このようないわば戦前と

は形を変えての規範（顕教）と実態（密教）の遊離は、戦後日本における政治と軍事の関係にも極

めて大きな影響を及ぼすことになったのである。

注釈I)

「陸海軍省分立の達」由井正臣他校注『日本近代思想大系4 軍隊 兵士J （岩波書店、1989年）46ページ。そ

れまでの公用語であった「海陸軍」はこの時以降、「陸海軍」と呼称するよう改められた。森松俊夫・『大本営』

【教育社、 】980年）26ページ。
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2）藤田嗣雄「フランスの文民優位的軍制がわが国に及ぼした影響」「レファレンス」第55号（1955年)1 ～6 ペー

ジ。幕府の軍事顧問団の一員として来日し、新政府においても兵部省顧問等に就任したジ ユ・ブスケは、日

本軍制に関する建議書（1872年3 月）を左院に提出しているが、その中で「兵部卿ハ全ク異ナルニ種ノ職務

アリ、即チ司令職務及俗事職務ナリ、故二兵部卿ハ皇帝ノ命令ヲ受ケナガラ軍勢ノ兵事上及俗事上ノ頭領ナ

リ」と。フランス軍制における軍令・軍政一元化のシステムを示唆している。3

）「海陸軍の編制度方針につき布告」由井正臣他校注、前掲載書、33ページ。4

）日本陸軍建軍にあたってフランス軍制が及ぼした影響については、由井正臣「明治初期の建軍構想」由井正

臣他校注、前掲書、442 ～449 ページ。幕府の軍制改革とフランスの関係については篠原宏『陸軍創設史』（リ

ブロプロート、1983年）第2 ～6 章参照。5

）佐賀の乱や西南戦争において、一時的ではあるが大久保利通や嘉彰親王および熾仁親王はそれぞれ太政大臣

の関与を受けず、軍令・軍政の一切の軍事大権を行使しており、叛乱鎮圧という非常時において統帥権独立

の先例が存在していた。松下芳男「明治前期における政治と軍事」防衛研修所編『明治・大正・昭和におけ

る政治と軍事の関係に関する歴史的考察』（研究資料別冊第132 号）（防衛研修所、1956年）22ページ、松下芳

男 『明治軍制史論（下巻）』(1956 年、有斐閣)3 ページ以下。6

）参謀本部設置の理由を、それまでの内乱鎮圧から朝鮮や清国との対外戦争へと国軍の主たる目標が変化した

ことに求めるものとして、例えば井上清『日本の軍国主義l 』（現代評論社、1975年）234 ページ等。7

）軍を政府に従属せしめると同時に、党派的な動きをする政府および一部政治指導者による軍の介入をも防が

ねばならないという二面的な課題を、マイケルハワードは「二重の問題(doubleproblem ）」と呼んでいる。MichaelHoward,SoldiersandGovernments:NineStudiesinCivil-MilitaryRelations(London,Eyre&Spottiswoode,1957),p.12.8

）陸軍卿山県は竹橋騒動発生2 ヶ月後の10月、「軍人訓誠」を公布し、兵士の服従を力説するとともに、「朝政

ヲ是非シ、憲法ヲ私議シ、官省等ノ布告諸規ヲ識刺スル等ノ挙動ハ、軍人ノ本文と相背馳スルニシテ、一人

之アレハ衆智之に倣ヒ、竟ニハ在上ヲ軽蔑スル端ヲ生シ、其流幣測ラレサル者アリ」と述べ、軍人の私見発

表や政治への関与を厳しく戒めている。さらに1882年には「世論二惑ハズ政治二拘ズ只々一途二己が本分ノ

忠節ヲ守」るべきことを説いた「軍人勅諭」が下賜されたがその前年の明治14年の政変では、当時の陸軍首

脳でフランス派に属す曽我佑準、谷千城、三浦梧桜、鳥尾小弥太の四中将が連署して政弊を論じ、立憲政治

創設を太政官に建白するという事件が発生している。軍人訓誠及び軍人勅諭の全文は、由井正臣他校注、前

掲書、162 ～177 ページ。軍人の政治への関与を戒めたものとしてはこのほか、1881年12月29 日に海陸軍刑律

が改正され、陸軍刑法及び海軍刑法に分離された。この陸軍刑法第no 条、海軍刑法第126条では軍人の政治

関与を禁止して、「軍人政治二関与 スル事項ヲ上書建白シ又ハ講談論説シ、若シクハ文書ヲ以テ之ヲ広告スル

者ハ、1 月以上3 年以下ノ軽禁細二処ス」と規定された。軍人訓誠も軍人勅諭 も共に訓示であって、強制力を

もたない ものであったが、この陸海軍刑法の制定によって軍人の政治関与は犯罪行為として刑罰の対象とさ

れた。さらに、80年4 月5 日に制定された集会条例の第7 条に「政府二関スル事項ヲ講談論議スル集会二、

陸海軍人常備予備後備ノ名籍ニアル者、警察官、…………ノヽ之二臨会シ、又ハ其社二加入 スルコト ヲ得す」

と規定し、予備役、後備役の在郷軍人まで、その政治運動が禁止されるに至った。陸軍刑法は90年に結党の

罪を新設したが。これには月曜会をめぐる軍内の抗争が影響していた。陸軍の外征型軍隊への改編を推し進

める山県ら主流派に対し、専守防衛の立場から経済的軍備を主張して軍備拡張に反対した先の曽我佑準、谷

千城らフランス派四将軍が一斉に現役を追われ、その組織的基盤とみなされていた陸軍将校の兵学研究団体

月曜会が89年12月に解散を命じられた事件である。この事件によって陸軍部内から半山県派は一掃され、フ

ランス派は壊滅する。9

）中野登美雄『統帥権の独立』（原書房再刊、1979年）368 ページ以下。10

）その後、第二次大戦の敗北に至る間の陸軍参謀本部の変遷を論じたものとしては、大江志乃夫『日本の参謀

本部』（中央公論社、1985年）第3 章以下。11

）統帥権が文官によって行使された例としては、1874年2 月、佐賀の乱が勃発した際、参議兼内務卿大久保利
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通は九州に赴き県事を処することを命じられたが、天皇より、司法、行政にとどまらず、F臨機兵カ ヲ以テ鎮

圧ノコト」「臨機処分兵隊ヲ分配ノコト」 という軍令権、「臨機二応ジ鎮台兵ヲ招キ、又ハ最寄県々ヨリ人数

ヲ招募」するという軍政権まで委任を受けた。大久保はこの権限により、陸軍少将野津鎮雄、海軍大佐林清

廉の指揮する陸海軍を統率して反乱軍鎮圧にあたった。児島慶三『戊辰戦争から西南戦争へ』（中央公論社、1996

年）21lページ。また、西南戦争に当た01877 年2 月19 日、未だ武官ではなかった有栖川宮熾仁親王

が征討総督に任じられている（有栖川宮の陸軍大将任命は城山陥落（9 月2 日）後の10月10日であった）。12

）「明治時代においては、軍事と政治の対立要因よりもこれを調和させる要因のほうが強く、結局軍事と政治の

関係は破局的な対立にまで進展するにいたらなかったといえる。」佐伯喜一「日本の安全保障」（日本国際間

題研究所、1966年)157 ページ。13

）憲法制定当初においては、憲法は統帥権独立を否定しているとの学説も存在した（例 えば松本重敏 『憲法原

論』（第3 版）934ページ、藤村守美『大日本帝国憲法講義』109 ページ以下等）が、『憲法義解』の影響を受

けて、次第に肯定説が主流をなしていった。伊藤博文の『憲法義解』は、第12 条の編成大権に関しては、「本

条ハ陸海軍ノ編制及ビ常備兵部モ亦天皇ノ親裁スルトコロナルコトヲ示ス。此レハ固ヨリ責任大臣ノ輔弼二

依ルト雖、亦帷幕ノ軍令卜均ク、至尊ノ大権二属スペクシテ、而シテ議会ノ干渉ヲ須タザルペキナリ」（同24

ページ）とし、議会の関与はこれを否定しているが、国務大臣の輔弼はこれを認めるのに反し、第11 条の統

帥大権に関しては、「……本条ハ兵馬ノ統一八至尊ノ大権ニシテ、専ラ帷幕ノ大令二属スルコトヲ示スナリ」

（同24 ページ）といっている。第12条に関しては責任大臣の輔弼をいうが、第H 条にはこの旨の記述がない

ので、この点をもって、第12条の軍政は国務大臣の輔弼を必要とするが、第H 条の軍令はこれを必要としな

いとの解釈が一般的となっていった。もっとも、国務大臣の輔弼に関する第55条の注釈において『義解』は、

「凡ソ大権ノ施行ハ必ズ内閣及ビ各部二由リ、ソノ門ヲニニセズ蓋シ立憲ノ目的ハ主権ノ使用ヲシテ正当ナ

ル軌道二由ラシメントスルニアリ、即チ公義ノ機関ト宰相ノ輔弼ニョルヲイウナリ」（84ページ）と述べ、国

務大臣の輔弼が普遍的一般的であって、したがって天皇の行為であって、国務大臣の輔弼によらないものは

ないことを明らかにしている。そのため、第55 条と第H 条のどちらを重視するかによって、伊藤の解釈は統

帥権の独立、否定のどちらからも自説に援用することが可能であった。要するに、伊藤は、兵権が国務の外

にあるか否かについて何ら確定的な解釈は下しておらず、それは当時、兵政の分離がそれほど重大な法律、

制度問題とは認識されていなかったことを示すものと言えよう。明治憲法における統帥権解釈に関する各学

説の紹介とその変遷については、藤田嗣雄「明治憲法における統帥権」防衛研修所編、前掲書、215 ～264 ペー

ジ参照。14

）美濃部達吉『憲法提要』（有斐閣、1923年）552 ページ。15

）例えば美濃部達吉、前掲書、231 ページ、宮沢俊義「憲法略説」87～90ページ等。これに対して、明文上の根

拠もないのに軍の性質や慣習の存在等を根拠に軍令大権の独立を認めることは憲法解釈上困難であること等

を理由に、一切の軍事大権は国務大臣の輔弼を必要とすべきだと説いた少数説として、松下芳男、『明治軍政

史論（下）』及び中野登美雄「統帥権の独立」（原書房再刊、1979年）参照。なお、明治憲法制定に伴って89年12

月に制定された「内閣官制」は、その第7 条に内閣職権第6 条の趣旨を継承し、「事ノ軍機軍令二係り参謀本

部長ヨリ直二奏上スルモノハ天皇ノ旨二依り之ヲ内閣二下付セラルルノ件ヲ除ク外陸軍大臣海軍大臣ヨリ内

閣総理大臣二報告スベシ」と定めていた。16

）実際には、軍令権の範囲に属するとされた ものの中には、本来軍政に属し、国務の範囲内にあるべき事項 も

多かった。例えば、国防計画立案は軍令事項 とされていたが、国防計画には国内外の情勢判断を必要とする

等国務全般に関わり、内閣が責任をもって決定すべき事項である。しかし例えば1907年に決定された帝国国

防方針は、統帥部がすべて立案した。17

）憲法第12 条の定める軍の編成、装備、兵力量等に関する事項（編成大権）についても、陸海軍大臣の管掌す

る軍政を一般的行政と軍事専門的行政に区分し、編成大権は後者に属し統帥と軍政の混成事項に該るものと

して、これも内閣に帰すべき一般行政権の範鴫外にあると見なされることが多かった。そのため、それを補

弼する陸海軍大臣は、参謀総長及び軍令部総長とそれぞれ協議のうえで混成事項を決定し、これは閣議に付
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議する必要はなく、その決定を内閣総理大臣に報告する慣習が成立していった。しかも陸海軍大臣には明文

規定の有無に拘らず常に現役将官が就任したため（軍部大臣現役武官制）、総理大臣は陸海軍大臣の人事権を

実質上失い、軍部の推薦する者を選ばねばならなくなり、ひいては軍の協力が得られない内閣は存続すらで

きなくなっていく。こうして軍部大臣は内閣の一員とはいえ、他の国務大臣より優越した政治的影響力を保

持し、軍事行政の内閣からの独立性をさらに強める結果となった。18

）「統帥大権が其の補弼の外に在るは、憲法の成文に基づくに非ずして、主として事実上の慣習と実際の必要に

基づくものなり。」美濃部達吉、前掲書、219 ページ。19

）北岡伸一は、前者の「天皇親政治論」に対して後者を「天皇超政論」と呼ぶ。北岡伸一『日本政治史』（日本

放送出版協会、1989年）58～59 ページ。20

）参軍官制を採用した1888 年5 月12日の勅令は、由井正臣他校注、前掲書、405ページ。21

）戦時大本営条例第2 条「大本営二在テ惟幄ノ機密二参与シ帝国全軍即チ陸海軍ノ大作戦ヲ計画スルハ参謀総

長ノ任ト ス」の規定が、作戦用兵について海軍が陸軍の指導下に甘んじることを強いるものだとして海軍側

に強い不満を残した。石川泰志『海軍国防思想史』（原書房、1995 年）10ページ。22

）陸海軍の統帥機構の分裂経過については、参謀本部から海軍軍命部が独立設置される経過については、森松

俊夫、前掲書、54－69 ページ及び稲葉正夫編『現代史資料37 ・大本営』（みすず書房、1967 年）参照。23

）松下芳男「日本国防の悲劇」（芙蓉書房、1976年）78－80 ページ。24

）松下芳男、『日本国防の悲劇』、82 ページ。25

）一定の政策目標を設定し、それに必要な合理的手段を選択するために政治的リーダーシップを強力に発揮し

たり、また政府の多元的な意思を調整・統合するに十分な能力を備えた政策決定者をトップに持ち得ないシ

ステムを、細谷千博は円錐台システムと呼んだ。細谷千博他編『対外政策対外政策決定過程の日米比較』（東

大出版会、1977年）2 ページ。26

）以下、発言は平塚篤編『伊藤博文秘録』（1929年）及び栗原健編著『対満蒙政策史の一面』（原書房、1966 年）

による。27

）島田俊彦『関東軍J（中央公論社、1965 年)14 ページ。28

）岡 義武「山県有朋」（岩波書店、1958 年）109 ページ。29

）山本四郎『大正政変の基礎的研究』（御茶の水書房、1970 年）参照。30

）日英同盟にのみ依存することには反対で、露仏両国との同盟関係構築を有利と判断した井上、山県ら元老と、

あくまで日英同盟を外交の基本とする加藤との対立を調整するため、四元老と大隈首相との間で、元老・首

相聞で決定した政策は必ず加藤外相に実行させることを確認する旨の覚書が交わされたが、加藤・元老間の

対立は沈静化するどころか、対華21 ヶ条要求問題をめぐって対立はさらに激しさを増していった。31

）軍を取り巻く社会環境の変化が軍人の意識及び1930年代における軍の政治化に与えた影響については、戸部

良一「転換期における軍人の意識構造」佐瀬昌盛他編『転換期の日本 そして世界』（人間の科学社、1995 年）344

～370 ページ。一方、予算、兵員等数値の減少に幻惑され、軍縮が軍制の構造的改革にまで進 まず、統帥

権独立にかかわる諸制度や軍人の政治・社会的地位の改革にエネルギーを注がなかったことの問題点を指摘

するものに、筒井清忠「大正期の軍縮と世論」青木保他編『戦争と軍隊』（岩波書店、1999 年）53～4 ページ。32

）軍部大臣の任用資格を武官に限ったのは、1871年の兵部省官制で兵部卿の補任資格を武官に限定したことに

始まる。そして75年の陸海軍条令制定以来、陸軍省官制の中に「陸軍大臣は将官を以て補す」との規定が存

した。その後1891年7 月、陸軍省職員定員表の中から「大臣将官」「次官将官」なる資格用文字が削除され、

文官でも陸軍大臣、次官になれることとなった。しかし軍部大臣不信任という形をとった議会の政府攻撃を

警戒した第二次山県内閣は、陸海軍省官制を改正し、その附表の一項に「陸海軍大臣に任ぜられ得るものは、

陸海軍の現役大・中将に限る」との規定を挿入し、軍部大臣現役武官制を成立させた（1900年5 月19日）。福

地重孝『軍国日本の形成』（春秋社、1959 年）70～71ページ。陸軍2 個師団増設問題に際して上原陸相は辞職

し、陸軍はその後任を出さなかったが、この現役武官制の規定があるため西園寺内閣は総辞職に追い込まれ

たのである。なお軍部大臣現役武官制廃止が軍部に与えた衝撃の大 きさについては、高橋正衛『昭和の軍閥』
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（中央公論社、1969 年）40～41 ページ。33

）大正9 年、原敬は軍国主義の弊害をさるための高橋蔵相の意見を容れて参謀本部の廃止を計ったが、元老山

県の反対で挫折（9 年10月15 日の日記に、「高橋蔵相（是清）私見として、軍国主義の誤解を去る事を意図す

る意見書を印刷して余に内示し、余の意見により他に配布すべしというにつき一読し、ちょうど田中陸将（義

一）も居合わせたるにより内示し足る結果、山県（有朋）に示さざることとなせり。高橋の意見は、参謀本

部、文部省ともに廃止の意見にて云々」とあり、その後高橋はこの参謀本部廃止案を閣議に持ち出し、原は

これに同意、列席の田中陸相に工作を諮ったところ、田中も大いに賛成し、山県に諒解運動を試みたが、山

県が強くこれに反対したため、板ばさみになった田中は結局、尼港事件の責任をよる格好で辞職するに至っ

た）。さらに大正10 年のワシントン会議において、海相加藤友三郎が渡米 することとなり、首相の原は事務管

理として海軍大臣を自ら兼任した。この文民による海相兼任に軍部は反対したが、世論を背景に原は、総理

大臣に限り事務管理は可能として譲らず、但し、海軍大臣の職務中、もっぱら軍政に関するもののみを掌り、

軍令に関するものは、海軍軍令部長をして奉行せし むとの条件を付した。力4 うに、高橋や原ら政党政治家

は参謀本部や軍部大臣武官制の廃止に向けた動きを見せたものの、いずれも実現には至らなかった。34

）浜口首相は西園寺元老や海軍長老、天皇の支持を受け、対米7 割での条約締結を決意し、当初、加藤軍令部

長も消極的ながら賛意を示していた。しかるに1930年4 月に議会が始まるや、犬養政友会総裁らが「軍令部

の意見を無視して決定した」「軍令部無視は統帥権干犯だ」として政府の責任を追及したことから大問題とな

る。結局、条約は政府案どおり締結されたが、海軍省と軍令部が対立し、次官、次長は更迭され、加藤部長

が辞任する事態となった。浜口内閣は兵力量決定は国の政務に属し内閣の補弼事項だとし、海軍省もこれを

支持。これに対して軍令部や陸軍は憲法第12条の編成大権は内閣と統帥部の共同補翼事項であり、政府が軍

命部を無視したことは統帥権を犯すものだと主張した。この事件はその後に以下のような悪影響を及ぼした。

①不遇を囲ってきた軍部に深刻な不満と危機感を抱かせ、2.26事件に至る動乱のきっかけとなった②兵力量

決定は海軍大臣と軍令部長との意見の一致を必要とするとの覚書が結ばれる等、以後、海軍部内における軍

令部の力が強まり、海軍大臣の統制力が弱まった③海軍部内に条約派（ロンドン条約肯定派）と艦隊派（条

約否定派）の対立を生み、伏見宮軍令部総長の下で艦隊派の次長高橋三吉中将が実権を握り、条約派の多く

が予備役に編入された。そして④1933年、閑院宮参謀総長、大角海相、伏見宮軍令部総長の間で「兵力量の

決定に就いて」という覚書が結ばれ、兵力量は統帥部の権限とされるのである。35)

軍人が政治の現状に不満と関心を持った直接の原因として、佐伯喜一は①大正後期以後の軍縮的、反軍的思

想の風潮下に軍事が不当に軽視されたと考えられたこと②ロンドン会議の際の統帥権干犯問題が政争の具に

供せられ、軍備の前途と軍権の擁護に不安 を抱かせたこと③減俸待遇低下、首切り等軍人の地位に直接の脅

威を感ぜしめるような事態が生じたこと④陸軍人事行政の不手際が軍内に派閥を作ったこと⑤第一次大戦以

来戦争が総力戦的性格を帯びるに至って、軍事問題が政治、経済と密接に関連するに至ったこと⑥国家主義、

や自由主義を不満とする全体主義的指導者政治の出現⑦政治の腐敗堕落、経済不況に対する不満と不安等を

列挙している。佐伯喜一、前掲書、174 ～5 ページ。36

）2.26事件等一部の青年将校による叛乱は、兵 との接触等を通じて社会問題への関心を深めながらも、政治の軍

事への関与を排除する代償として、軍人の政治関与も堅く禁止され、青年将校らに政治参加の機会が全く奪

われていたことと深く関わっていた。筒井清忠『昭和期日本の構造』（講談社、1996年）323ページ。37

）昭和期において、軍部大臣現役武官制を楯にとって、軍部が組閣に容介し、倒閣事件を招来せしめた例とし

ては、1937 年1 月の寺内陸相辞任と広田内閣総辞職がある。37 年1 月、政友会代議士浜田国松が軍部の革新

志向を痛烈に批判、いわゆる割腹問答へと発展し、寺内陸相は態度を硬化させた。広田首相は事態打開の方

途を模索したが、後任陸相を巡り万策尽きた広田内閣は24日に総辞職に追い込まれた。自らが改正した軍部

大臣現役武官制が、広田の首を絞めるという皮肉な結果になったのである。その他、1937年1 月の陸相人選

難による宇垣内閣の流産、40 年の畑陸相辞任に伴う米内内閣の総辞職等が顕著な例である。これら一連の出

来事は、政党が軍部の門に降ったことを意味した。38

）陸軍省軍事調査委員永田鉄山が1920 年に執筆した報告書「国家総動員に対する意見」の一節。綱領厚『総力
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戦体制研究J（三一書房、1981 年）244 ページ。39

）戸部良一r 逆説の軍隊J（中央公論社、1998年）282ページ。40)

「かくて戦時 または事変における日本国家の運営は、内閣、陸軍、海軍の三極構造、または内閣総理大臣（外

務大臣）、陸軍大臣、参謀総長、海軍大臣、軍令部総長の五～六極構造を以て行われたのであります。そこに

はいわゆる独裁の危険は皆無であると共に、決断と事務の停滞、時間と勢力の浪費、妥協に伴う矛盾と不統

一、無原則、無目的の弊風を免れなかったのであります。実に旧憲法下における日本のごとく、その国家権

力が分散牽制して、集中統一を欠いたものは少ないと確信します。」瀬島龍三『大東亜戦争の実相』（PHP 研

究所、1998年）33ページ。「日本における戦争指導は、陸軍、海軍及び政府の三鼎の合議妥協によって律せら

れるのが、その実相であり、ややもすれば、思想の統一と施策の決断及び一貫性とを欠如していた。」服部卓

四郎『大東亜戦争全史』（原書房、1965 年）143ページ。41

）「近衛が登場した時にはその政治的事項を相談すべき最高政治指導者のグループはいなかった。近衛にはその

意見を聞く学校友達やブレントラストはいたかもしれない。しかし、それらの人々は「人を動かし」『世を動

かし』ていく政治力に欠けていた。その背後に力の要素を欠いていたといえよう。政治家としての近衛の悲

劇はこの政治家なき年代に日華事変という大問題の処理を担わされたところにある。」中村菊男r 天皇制ファ

シズム論』（原書房、1967 年）161 ページ。42

）近衛文麿はその手記の末尾で、「（昭和）天皇が御遠慮勝ちと思われる程、滅多に御意見を御述べにならぬこ

とは、西園寺公や牧野伯等が英国流の憲法の運用ということを考えて、陛下は成るべくイニシアチーブをお

取りになられるように申上げた」からだとしたうえで、「然るに日本の憲法というものは、天皇親政の建前で

あって、英国の憲法とは根本に於いて相違があるのである。殊に統帥権の問題は、政府には全然発言権なく、

政府と統帥部との両方を押さ得るものは陛下御一人である。然るに陛下が消極的であらせられる事は平時に

は結構であるが、和戦何れかというが如き国家生死の関頭に立った場合には、障碍が起こり得る場合なしと

しない」と述べている。「近衛侯爵手記」。瀬島「大東亜戦争の実相」34～5 ページから転載。43

）三谷太一朗 『近代日本の戦争と政治J（岩波書店、1997年）266 ページ。44)

「日本人の西洋知識や西洋体験は、明治時代に比べて大正、昭和と年を追うとともに進んできたかのように漠

然と考えられている。しかし日本人の外国知識が質量 ともに進歩したのかといえば、少なくとも日本の指導

者層についてはそうはいえない節がある。……しゝつたい学校教育とか翻訳とかを通して入ってくる外国知識

は、必ずしも生きた有効な知識ではない。……明治維新後第一世代の指導者と第二世代、第三世代の指導者

の質の違いは何に由来するかといえば、前者が若い時から外国の力にさらされていたのに対し、後者がそう

ではなかった点に求められる。……実地で苦杯を喫した人々が、後年、米欧を回覧し、日本の伝統にも留意

しつつ、意識的に作った明治日本という新しい人工作品は、19 世紀後半の国際環境であったところの帝国主

義時代のルールに適合するよう工夫されていた。それだから明治の日本国家は極めて効率的に日露戦争を遂

行することができたのである。……しかしその機構は戦後も自動的に存続し、動脈硬化症状を呈して、だん

だんと機能不全に陥っていった。……日本の歴史が明治、大正、昭和と直線的に進歩してきたかのように考

えるのは幻想だろう。」平川祐弘『西欧の衝撃と日本』（講談社、1985年）380－2 ページ。45)

「（明治）憲法はイギリス議会制そのままの日本版議会政治と、全体主義的傾向の軍事独裁の双方を二つなが

ら受け入れる態のものであった。この点が1920年代には長所として、ついで30年代には致命傷として働いた

のである。天皇親政という実体を伴わない理論は、事実上、首長なしの体制を生み出す結果に終わっていた。

実権を握るのが誰で、首相や、天皇の側近にあって天皇の名で行動する高官を選ぶのが一体誰なのか、憲法

には全く明記されていない。最初のうちはこうした状況 も大した問題とはならなかった。実権を手にした元

老の一団が健在でこれらのポストを占め重要な決定を下していたからである。だが彼らが世を去ってからと

いうもの、彼らに代わる個人も集団 もいなくなってし まった。1920 年代はこの問題に対する一つの解答を与

えた。そしてそれとはまったく異なる解答を示したのが1930年代だったのである。」エドウイン・o・ライシャ

ワーr ライシャワーの日本史』国弘正雄訳（文芸春秋社、1986年）205－6 ページ。46

）「軍人が陸・海大臣のポストを独占したことは、第二次世界大戦後の日本で大きな弊害ないし副作用をもたら
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すことになる。戦前の政党政治下では、文民は陸・海軍の大臣になれず、国防問題から閉め出されていたの

で、その当然のけっかとして文民政治家は国防、防衛及び安全保障の問題を勉強しなくなった。戦後もこの

残念な傾向は強く生き残り、日本の政治家は安全保障に無知のままである」猪木正道『軍国日本の興亡』（中

央公論社、1995 年）89ページ。


